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第５章 弘前市再犯防止推進計画 
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（1）計画の趣旨 

起訴猶予者、執行猶予者、罰金・科料を受けた者、矯正施設14出所者、非行

少年若しくは非行少年であった者（以下、「犯罪をした者等」という。）等の立

ち直りを支援する更生保護15や再犯防止施策は、国の刑事政策として行われて

きており、市では地区保護司16会による更生保護サポートセンター17の設置・

運営への支援や、“社会を明るくする運動”18への参画などにおいて協力して

います。 

しかしながら、犯罪をした者等の中には、薬物事犯者や高齢者・障がい者な

ど福祉による支援が必要な者、住居や就労先を確保できないまま矯正施設を

出所する者など、様々な生き辛さを抱えた結果、再び犯罪を行う者＝再犯者19

が存在し、少子化による年少人口の減少と高齢者人口の増加に伴い、検挙人数

に対する少年割合は減少しているものの高齢者の割合が増加してきています。 

国では平成 24年７月の犯罪対策閣僚会議で「再犯防止に向けた総合対策」

を定め、その中で「出所等をした年を含む２年間における刑務所等に再入所す

る者の割合(2年以内再入率)を平成 33年までに 20％以上減少させる。」との

数値目標を定めました。 

また、平成 28年７月には「薬物依存者・高齢犯罪者等の再犯防止緊急対策」

を決定し、更に令和元年 12月には、より重点的に取り組むべき３つの課題に

対応した各種取組を加速させる「再犯防止推進計画加速プラン」を決定したと

ころです。 

青森県及び本市の再犯者率は全国平均よりも低いものの、近年は 40％半ば

の状態が続いており、犯罪をした者等の地域生活への定着に向けた支援の必

要性が増しています。 

市では、犯罪をした者等の社会復帰の支援を促進するとともに、安全・安心

な地域づくりに寄与することを目的に「弘前市再犯防止推進計画」を策定する

こととしました。 

 

（2）計画の位置づけ 

本計画は再犯防止推進法第８条に規定する「地方再犯防止推進計画」として

策定し、計画の対象者は、犯罪をした者等のうち支援が必要な者とします。 

 

（3）計画の期間 

本計画の期間は、始期および終期を弘前市地域福祉計画に合わせ、令和 5年

度から令和８年度までの 4年間とします。 
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また、期間中においても社会経済情勢の変化や制度改正等に柔軟かつ的確

に対応できるよう、必要に応じて見直しを行います。 

 

（4）計画の進行管理及び評価 

本計画は、「弘前市地域福祉計画」の一部として、地域共生社会の実現に向

けて地域福祉を推進するもので、進行管理及び評価について一体的に行って

いくこととします。 

 

 

 

14 矯正施設：犯罪をした人や非行のある少年を収容し、改善更生のための処遇等を行う施設。法務省所

管の刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導院を総称するもの。 

 

15 更生保護：犯罪をした者等に対し、社会の中で立ち直りに向けた指導や支援を行うことにより、その

再犯を防ぎ、社会復帰と自立を助ける活動。 

 

16 保護司（保護司会）：犯罪をした者等や非行のある少年の立ち直りを地域で支えるボランティアで、

法務大臣から委嘱を受けた非常勤の国家公務員。保護観察の実施、犯罪予防活動等の更生保護に関する活

動を行う。 

 

17 更生保護サポートセンター：保護司・保護司会が、地域の関係機関・団体等と連携しながら、地域で

更生保護活動を行うための拠点。経験豊富な「企画調整保護司」が常駐し、保護司の処遇活動に対する支

援や関係機関との連携による地域ネットワークの構築等を実施している。 

 

18 社会を明るくする運動：すべての国民が、犯罪や非行の防止と犯罪をした者等の更生について理解を

深め、それぞれの立場において力を合わせ、犯罪や非行のない安全で安心な明るい地域社会を築くための

全国的な運動。 

 

19 再犯者:刑法犯、特別法犯（道路交通法違反を除く。）の別を問わず、前科又は前歴を有するものをい

う。 
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警察庁が取りまとめている犯罪統計書に記載される検挙人数に関して、警察

署別の統計データとして、法務省矯正局に提供されたものです。（少年データは

含まれません。） 

弘前警察署管内では、再犯者の占める割合は、刑法犯のうち 42.2％と全国平

均より少なくなっております。 

また年代別にみても 65歳以上が占める割合が高くなっています。 

また就労状況においては有職者、無職者とも同程度となっています。 

 

 

 

全国警察署計           弘前警察署 

   
 

 

全国警察署計           弘前警察署 
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全国警察署計            

  

 

弘前警察署 

 

出典:仙台矯正管区20 

 

20 矯正管区:刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導院の適切な運営の管理を図

ることを目的とした法務省矯正局の地方支分部局のこと。東北地方には、仙台矯正管区がある。 

                                      

 

（人） 

（人） 

187,702人 

182,124人 

172,197人 

164,678人 

159,692人 

269人 

291人 

208人 

205人 

187人 



 

６０ 

 

 

（1） 犯罪や非行の防止と立ち直りを支える取組である「社会を明るくする

運動」などを通じて再犯防止に係る地域での理解を促進します。 

 

（2） 地域における更生保護の活動拠点である弘前地区更生保護サポートセ

ンターの運営支援などを通じ、保護司や保護司会、更生保護女性会、

Teens&Law21、ＢＢＳ22会などの更生保護関係の支援者・団体等が行

う活動等の支援・充実を図ります。 

 

（3） 犯罪をした者等について、保護観察所23や矯正施設等の刑事司法関係機

関及び保護司や保護司会、更生保護女性会、Teens&Law、ＢＢＳ会

等の更生保護関係機関の支援者・団体並びに民生委員・児童委員や社

会福祉協議会等の福祉関係機関等との連携により、必要な福祉支援へ

結び付け、地域全体で立ち直りを支援することで安定した生活を実現

し、再犯の防止を推進します。 

 

（4） 市の広報媒体において、保護司等の更生保護ボランティアの活動を紹

介するなど、市民の再犯防止に関する理解促進を図ります。 

 

（5） 地域生活定着支援センター24との連携を強化し、高齢者や障がい者など、

福祉の支援が必要な矯正施設退所者に対する支援の強化を図ります。 

 

（6） 罪を犯した者等の自立及び社会復帰に協力することを目的として、罪

を犯した者等を雇用し、又は雇用しようとする協力雇用主25に対し、市

の入札参加資格の審査において優遇制度を設け実施します。 

21 Teens&Law：弘前大学のサークル活動。子供達との交流や学習ボランティア活動、裁判傍聴や模擬裁判

など、法律分野の取り組みを通じ、教育、司法、福祉、心理等といった領域を中心にボランティア活動等

を行うもの。 

22 BBS：（Big Brothers and Sisters Movement）非行のある少年や悩みを持つ子どもたちに、兄や姉の

ような立場で接しながら、その立ち直りや成長を支援する活動等を行う青年のボランティア団体のこと。 

23 犯罪をした者等又は非行のある少年が、社会の中で更生するよう、法律や裁判等で定められた期間、

保護観察官及び保護司による指導・支援を行うもの。 

24 地域生活定着支援センター：高齢、または障がいがあることにより矯正施設から退所後、自立した生

活を営むことが難しい方を対象として、福祉・医療機関・行政機関・自治体等の各関係機関等と協働して

福祉サービス等を利用し地域の中でその人らしく安心して生活が送れるように支援し、再犯防止対策に寄

与する組織。県内では青森県地域生活定着支援センターがある。 

25協力雇用主：犯罪・非行の前歴等のために定職に就くことが容易でない刑務所出所者等を、その事情を

理解した上で雇用し、改善更生に協力する民間の事業主。 
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本計画を着実に推進するためには、計画の推進体制を明確にし、定期的に進

捗状況の確認を行うことが重要であることから、保護司会及び「社会を明るく

する運動弘前地区推進委員会」において進捗管理等を行うこととします。 

 

 


